　　　広島市高齢者等住宅改修費補助要綱
（目的）
第１条　この要綱は、身体上又は精神上の障害があるために、日常生活を営むのに支障がある高齢者等に対し、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４５条第１項の居宅介護住宅改修費及び法第５７条第１項の居宅支援住宅改修費（以下「法に基づく住宅改修費」という。）のほか、その者の居住する住宅の改修に要する費用の一部の補助（以下「住宅改修費補助」という。）によって、居住環境の向上等を図り、もって高齢者等の福祉の増進に資することを目的とする。
（補助対象者）
第２条　住宅改修費補助の対象者（以下「補助対象者」という。）は、本市に住所を有し、次の各号のいずれにも該当する者とする。
(1)　法第１９条第１項に規定する要介護認定若しくは同条第２項に規定する要支援認定を受けている者、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する介護扶助の受給資格を有する者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）に規定する介護支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりなお従前の例によるものとされた同法による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第２項第４号に規定する介護支援給付を含む。以下「支援給付」という。）の受給資格を有する者（以下「高齢者等」という。）
(2)　別表の対象者の区分欄の各項のいずれかに該当する者
（補助対象工事）
第３条　住宅改修費補助の対象工事（以下「補助対象工事」という。）は、補助対象者が現に居住する住宅に係る改修工事のうち、補助対象者の日常生活の利便の向上や介護者の負担軽減等を図るものであって、次の各号のいずれかに該当する工事とする。

(1) 「厚生大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類」（平成１１年厚生省告示第９５号）に規定する工事

(2) 次に掲げる工事
　ア 階段昇降機の設置
　イ 水栓の変更
　ウ 洋式便器への洗浄機能の付加
　エ 洗面台の改修
　オ 流し台・調理台の改修
　カ 浴室へのシャワーの設置
(3) その他市長が特に必要と認める工事
２　住宅改修費補助は、次の各号に掲げる工事には行わない。
(1) 住宅の新築、改築又は増築等に併せて行われる改修工事
(2) 住宅の購入等に伴い行われる改修工事
（補助対象費用）
第４条　住宅改修費補助の対象となる費用（以下「補助対象費用」という。）は、補助対象工事の実施に要する費用とする。ただし、次の各号に掲げる費用は含まない。
(1) 法に基づく住宅改修費の支給対象となる費用
(2) 法第８条第１２項により貸与を受けることのできる用具の購入及びその固定等に要する費用
(3) 法第４４条第１項又は第５６条第１項の規定により支給される特定福祉用具の固定等に要する費用
(4) 広島市高齢者日常生活用具給付事業実施要綱（平成１２年４月１日施行）により給付される日常生活用具の購入及び設置に要する費用
２　前項の補助対象費用は、６０万円（平成１２年４月１日以降、この要綱に規定する補助金の交付を受けた者にあっては当該補助金の額に補助決定時の補助率を割り戻して得た額を、６０万円から控除した額）を上限とする。
（補助金の額）
第５条　住宅改修費補助の額は、前条の補助対象費用に、別表に定める補助率を乗じて得た額とする。
２　前項の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数を生じたときは、その端数を切り捨てる。
（補助の申請）
第６条　住宅改修費補助を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、施工する前に高齢者等住宅改修費補助申請書に次に掲げる書類を添付して、市長に申請をしなければならない。
(1) 工事見積書
(2) 改修箇所、内容を示す平面図等
(3) 改修前の状況を示す写真等
(4) 申請者又は申請者と同居する親族の所有する住宅以外の住宅に居住する者については、住宅の所有者又は管理者（以下「住宅所有者等」という。）の工事承諾書及び賃貸借契約書等住宅所有者等を確認することができる書類の写し
(5) その他必要と認められる書類
２　申請者は、住宅の改修内容が確認できる工事について、施工前に申請をしなかったことにつきやむを得ないと認められる事情がある場合は、前項の規定にかかわらず、工事完了後２年以内に限り、申請をすることができる。この場合において、前項に規定する書類に加え、第１０条に規定する高齢者等住宅改修工事完了届を提出しなければならない。
３　前項の場合において、第８条から第１１条までの規定は適用しない。
（補助の決定）
第７条　市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査のうえ、補助の可否を決定し、その結果を申請者に高齢者等住宅改修費補助決定通知書又は高齢者等住宅改修費補助不承認通知書により通知する。
２　市長は、前項の内容の審査において必要があると認めるときは、現地調査等を行う。
（工事の着手）
第８条　前条の規定により補助の決定を受けた者（以下「補助利用者」という。）は、速やかに改修工事に着手しなければならない。

（工事内容の変更等）
第９条　補助利用者は、第７条の規定による補助の決定後に改修工事の内容、住宅改修費の額等を変更しようとするときは、高齢者等住宅改修費補助変更申請書に市長が必要と認める書類を添付して、市長に変更の申請をしなければならない。
２　市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査のうえ、変更の可否を決定し、その結果を補助利用者に高齢者等住宅改修費補助変更決定通知書又は高齢者等住宅改修費補助変更不承認通知書により通知する。
（工事完了届）
第１０条　補助利用者は、改修工事が完了したときは、速やかに高齢者等住宅改修工事完了届に次に掲げる書類を添付して、市長に提出をしなければならない。
(1) 改修後の状況を示す写真等
 (2) その他必要と認められる書類

（工事完了の確認）
第１１条　市長は、前条の工事完了届を受理したときは、その内容を審査し、改修工事の完了状況を確認する。
２　市長は、前項の審査において必要があると認めるときは、現地調査等を行う。
（補助金の交付）
第１２条　補助利用者は、補助金の交付を受けようとするときは、高齢者等住宅改修費補助金交付請求書に次に掲げる書類を添付して、市長に補助金の交付の請求をしなければならない。
(1) 工事代金の請求書又は領収書の写し
(2) その他必要と認められる書類
２　市長は、前項の規定による補助金交付請求がなされたときは、その内容を審査のうえ、速やかに補助金を交付する。
（補助の取消し）
第１３条　補助利用者は、改修工事が完了するまでの間に各号に掲げる事由が生じた場合、速やかに高齢者等住宅改修費補助変更申請書に当該事由を確認することができる書類等を添付して、市長にその旨を届け出なければならない。
(1) 補助利用者が第２条に規定する補助対象者でなくなったとき。
(2) 補助利用者が住所を変更したとき（前号に該当する場合を除く。）又は行方不明のとき。

(3) 改修を行う住宅を変更したとき。
(4) 天災地変その他やむを得ない事由により改修工事を行うことが困難になったと認められるとき。
(5) 前４号に掲げる事由以外の事由で住宅の改修工事を取り止め、又は中止したとき。
２　市長は、前項の規定による届出があったときは、その内容を審査のうえ、速やかに住宅改修費補助の取消しを決定し、補助利用者に高齢者等住宅改修費補助取消通知書により通知する。
（補助金の返還）
第１４条　市長は、補助利用者が次の各号に該当するときは、補助の取消しを決定するとともに、既に補助金を交付しているときは、当該補助金の返還を命ずることができる。
(1) 偽りその他不正の手段により補助の決定を受けたとき。
(2) 前条第１項の規定に違反したとき。
２　市長は、前項の規定により補助の取消しを決定したときは、補助利用者に返還すべき補助金の額、返還期日等を明記した高齢者等住宅改修費補助取消通知書により通知する。
（補助対象者が死亡した場合の補助金の交付）
第１５条　補助対象者（補助利用者を含む。以下本条において同じ。）が改修工事完了前に死亡した場合は、第１３条の規定にかかわらず、補助対象者と死亡当時同居していた相続人（同居の相続人がいない場合は、その他の相続人）の請求に基づき、補助対象者が死亡した日現在の改修工事の出来高に応じて、補助金を交付することができる。

２　前項の規定により補助金を交付する場合には、第４条、第５条、第６条第２項、第７条及び第９条から第１２条までの規定を準用する。
３　補助対象者の相続人は、前項の規定に基づき申請等を行う場合には、補助対象者との続柄を確認することができる書類等を添付しなければならない。
（設備の維持管理）
第１６条　補助利用者は、住宅改修費補助により整備した設備（以下「改修設備」という。）については、最善の注意をもって維持管理しなければならない。
２　補助利用者が前項の注意を怠って改修設備を破損した場合は、市長が必要と認める場合を除き、新たな住宅改修費補助は行わない。
（委任規定）
第１７条　この要綱に定めるもののほか、住宅改修費の補助に関し必要な事項は、健康福祉局長が定める。
　　

附　則
この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成１２年８月１日から施行する。
　　附　則

１　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

２　第６条第２項に該当する場合において、平成１５年３月３１日までに着工した改造工事については、別表の補助率につき、なお従前の例による。

　　附　則
この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

　　附　則

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成２０年７月１日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。

附　則

この要綱は、平成２０年８月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、平成２５年４月２３日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。
附　則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成３０年７月１日から施行する。

別表　（第２条関係）
	対象者の区分
	補助率

	生活保護法による保護を受けている世帯及び支援給付を受けて
いる世帯に属する者
	５／５

	生計中心者の市民税が非課税となる世帯に属する者
	３／５

	生計中心者の市民税所得割額が年額９万円以下の世帯に属する者
	２／５


備考
１　この表における「市民税」は、申請した月が４月から６月にあっては申請した
年度の前年度の市民税をいい、申請した月が７月から３月にあっては申請した年
度の市民税をいう。
２　備考の１の規定にかかわらず、第６条第２項に該当する者においては、この表
における「市民税」は、工事着工した月が４月から６月にあっては工事着工した
年度の前年度の市民税をいい、工事着工した月が７月から３月にあっては工事着
工した年度の市民税をいう。
３　この表における「市民税所得割額」は、地方税法第３１８条に規定する賦課期
　日において指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２号の１９
第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の区域内に住所を有する者について、これ
らの者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する者とみなして算定した市
民税所得割額をいう。
